
平 成 2 7 年 度 

総務 省  一般 会計省庁 別財務書 類 

〔留意事項〕 

・ 本財務書類は、「省庁別財務書類の作成基準」に基づいて作成しております。

・ 一般会計省庁別財務書類は、各省庁における財務情報の提供等を目的として一

般会計を各省庁単位で区分し、各省庁に資産や負債が帰属すると擬制するなどの

一定の仮定に基づいて作成するものであり、各省庁が会計的に独立しているもの

ではない点にご留意下さい。

・ 一般会計省庁別財務書類を充分理解して頂くため、「省庁別財務書類の作成基

準」及び各省庁の所掌する業務内容等も併せてご覧下さい。



貸 借 対 照 表
（単位：百万円）

前会計年度 本会計年度 前会計年度 本会計年度
平成27年    
     3月31日

平成28年    
     3月31日

平成27年    
     3月31日

平成28年    
     3月31日

( ( ( (
) ) ) )

＜資産の部＞ ＜負債の部＞

未収金 未払金4,215 4,080 90,157 77,802

前払費用 賞与引当金5 1 2,847 2,961

その他の債権等 退職給付引当金2,636,827 2,387,048 71,037 69,708

貸倒引当金 恩給引当金△ 676 △ 52 1,862,762 1,576,694

有形固定資産 その他の債務等231,774 228,479 2,679,468 2,289,780

国有財産（公共用
財産を除く）

148,997 149,562

土地 104,873 107,910

立木竹 96 91

建物 33,263 32,131

工作物 9,118 8,410

航空機 1,644 1,019

物品 負 債 合 計82,777 78,916 4,706,274 4,016,947

無形固定資産 ＜資産・負債差額の部＞9,053 8,723

出資金 資産・負債差額5,688,695 2,615,188 3,863,621 1,226,522

負 債 及 び 資 産 ・
負 債 差 額 合 計資 産 合 計 8,569,895 5,243,469 8,569,895 5,243,469



業務費用計算書
（単位：百万円）

前会計年度 本会計年度
(自 平成26年 4月 1日) (自 平成27年 4月 1日)
(至 平成27年 3月31日) (至 平成28年 3月31日)

人件費 45,230 42,678

賞与引当金繰入額 2,847 2,961

退職給付引当金繰入額 △ 1,782 4,788

恩給費 86 68

恩給引当金繰入額 65,982 68,736

補助金等 180,199 377,988

委託費等 132,092 125,757

独立行政法人運営費交付金 36,702 37,779

政党助成費 31,532 32,035

交付税及び譲与税配付金特別会計への繰入 16,752,079 16,660,033

庁費等 50,954 56,882

その他の経費 2,032 1,863

減価償却費 23,866 24,533

貸倒引当金繰入額 637 △ 623

資産処分損益 △ 35 60

本年度業務費用合計 17,322,426 17,435,543



資産・負債差額増減計算書
(単位：百万円)

前会計年度 本会計年度
(自 平成26年 4月 1日) (自 平成27年 4月 1日)
(至 平成27年 3月31日) (至 平成28年 3月31日)

Ⅰ　前年度末資産・負債差額 2,443,708 3,863,621

Ⅱ　本年度業務費用合計 △ 17,322,426 △ 17,435,543

Ⅲ　財源 18,031,336 17,869,575

　　主管の財源 77,025 82,576

　　配賦財源 17,954,310 17,786,999

Ⅳ　無償所管換等 5,405 △ 1,325

Ⅴ　資産評価差額 705,598 △ 3,069,805

Ⅵ　本年度末資産・負債差額 3,863,621 1,226,522



区分別収支計算書
(単位：百万円)

前会計年度 本会計年度
(自 平成26年 4月 1日) (自 平成27年 4月 1日)
(至 平成27年 3月31日) (至 平成28年 3月31日)

Ⅰ　業務収支

１　財源

主管の収納済歳入額 73,336 82,750

配賦財源 17,954,310 17,786,999

財源合計 18,027,647 17,869,750

２　業務支出

(1)業務支出（施設整備支出を除く）

人件費 △ 54,492 △ 51,630

恩給費 △ 422,009 △ 367,223

補助金等 △ 180,199 △ 377,988

委託費等 △ 132,092 △ 125,757

独立行政法人運営費交付金 △ 36,702 △ 37,779

政党助成費 △ 31,532 △ 32,035

交付税及び譲与税配付金特別会計への繰入 △ 17,096,255 △ 16,800,803

庁費等の支出 △ 70,627 △ 73,614

その他の支出 △ 2,032 △ 1,863

業務支出（施設整備支出を除く）合計 △ 18,025,945 △ 17,868,695

(2)施設整備支出

建物に係る支出 △ 537 △ 358

工作物に係る支出 △ 1,164 △ 696

施設整備支出合計 △ 1,701 △ 1,054

業務支出合計 △ 18,027,647 △ 17,869,750

業務収支 - -

Ⅱ　財務収支

財務収支 - -

本年度収支 - -

翌年度歳入繰入 - -

本年度末現金・預金残高 - -



 

注 記 

 

１ 重要な会計方針 

(1) 減価償却の方法等 

① 有形固定資産 

国有財産（公共用財産を除く）については、国有財産台帳の価格改定に適用される耐用年数に基づ 

く定率法(平成 19 年 4月 1日以後に新築した建物は定額法)によっている。なお、残存価額まで到達 

している国有財産（公共用財産を除く）については、耐用年数を経過した翌会計年度から 5 年間で備 

忘価格 1円まで均等償却を行っている。 

物品（美術品を除く）については、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」に定める耐用年数に

基づく定額法によっている。なお、残存価額まで到達している物品については、耐用年数を経過した

翌会計年度から 5 年間で備忘価格 1円まで均等償却を行っている。 

② 無形固定資産 

ソフトウェアについては、利用可能期間（5 年）の開発費等の累計額を資産価額とし、利用可能期

間に基づく定額法によっている。 

(2) 出資金の評価基準及び評価方法 

① 市場価格のあるもの 

会計年度末の市場価格に基づく時価法によって評価している。 

② 市場価格のないもの 

全て「国有財産法」の規定により政府出資等として管理されている出資金であり、会計年度末にお

ける国有財産台帳価格によって評価している。 

(3) 引当金の計上基準及び算定方法 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、主として過去 3 年間の貸倒実績率に基づく回収不能見込額

に加え、個別の債権ごとの回収可能性を勘案した回収不能見込額を計上している。 

② 賞与引当金 

6 月支給分の期末手当及び勤勉手当の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分

（期末手当及び勤勉手当の 6 月支給分の 4/6）を計上している。 

③ 退職給付引当金 

退職手当に係る退職給付引当金については、自己都合による期末要支給額を、次の計算方法により

計上している。 

・基本額 … 勤続年数別の職員数 × 平均給与 × 自己都合退職手当支給率 

・調整額 … 「国家公務員退職手当法」第 6 条の 4 に定められた区分別の職員数 × 想定され

る調整月額単価 × 60ヶ月 

国家公務員共済年金のうち、整理資源（昭和 34 年 10 月前の恩給公務員期間に係る給付分）に係る

引当金については、将来給付見込額の割引現在価値を計上している。 

「国家公務員災害補償法」に基づく補償のうち、遺族補償年金に係る引当金については、「支給率×

平均給与×割引率」により算出し、遺族特別給付金（年金）に係る引当金については、「遺族補償年金

に係る引当金の額×特別支給率」により算出した額を計上している。 

  ④ 恩給引当金 

恩給給付費に係る引当金については、将来給付見込額を受給者見込数、改訂率見込、割引率を用い

て計算した額を計上している。 

(4) その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理方法 

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。 

② 退職給付引当金の算定において用いる平均給与上昇率及び割引率について 



 

  ・平均給与上昇率 ： 2.9％ 

  （平成 26 年財政検証で用いられている長期的な賃金上昇率から算出） 

  ・割  引  率 ： 4.2％ 

  （平成 26 年財政検証で用いられている長期的な運用利回りから算出） 

 

２ 偶発債務 

(1) 係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの 

（単位：百万円） 

訴訟の略称 請求金額 事件番号 訴訟の概要 

損害賠償請求控訴事件 60 
平成 27 年(ネ）第 143

号 

原告は、東日本大震災の津波によって

妻を失ったが、国が予想した津波の高

さに関する情報が周知されなかった

ことにより避難が遅れたとして、国等

に対して損害賠償を求めるもの。現

在、控訴中。 

(注) 訴訟の見込、結果にかかわらず、平成 28年 3月 31日現在の請求金額を記載している。 

(2) その他主要な偶発債務 

政府は、「法人に対する政府の財政援助の制限に関する法律」第 3 条の規定にかかわらず、次に掲げ

るものに係る独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構の債務を保証している。 

① 郵便貯金として預入された貯金の払戻し及びその貯金の利子の支払 

② 旧簡易生命保険契約に基づく保険金、年金等の支払 

 

３ 翌年度以降支出予定額 

(1) 歳出予算の繰越し 

歳出予算の繰越しに係る翌年度の支出予定額 42,664 百万円 

(2) 国庫債務負担行為 

国庫債務負担行為による翌年度以降に係る支出予定額 78,275百万円 

 

４ 追加情報 

(1) 出納整理期間 

出納整理期間が設けられており、出納整理期間中の現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計 

年度末の計数としている。 

(2) 業務費用計算書における収益の計上 

・「貸倒引当金繰入額」において、貸倒引当金の戻入額（貸倒引当金減少額）676 百万円が計上されてい

る。 

・「資産処分損益」において、物品の処分益 38 百万円が計上されている。 

(3) 表示科目の説明 

① 貸借対照表 

ア 資産の部 

・「未収金」には、返納金債権、損害賠償金債権、電波利用料債権及び延滞金債権等を計上している。 

・「前払費用」には、自賠責保険料の既支払額のうち、契約期間が未経過の部分を計上している。 

・「その他の債権等」には、交付税及び譲与税配付金特別会計への繰入に係る未精算額及び財政投融

資特別会計特定国有財産整備勘定への前渡不動産を計上している。 

・「貸倒引当金」には、返納金債権、電波利用料債権及び損害賠償金債権等に対する貸倒見積額を計

上している。 

・「国有財産（公共用財産を除く）」には、国有財産台帳価格を計上している。 

・「土地」には、主に庁舎敷地を計上している。 

・「立木竹」には、主に庁舎敷地上の立木竹を計上している。 

・「建物」には、主に庁舎建物を計上している。 



 

・「工作物」には、主に庁舎建物に係る建物附属設備を計上している。 

・「航空機」には、航空機を計上している。 

・「物品」には、取得価格（見積価格）が 50 万円以上の物品（美術品については 300 万円以上）に

ついて、美術品を除く物品は取得価格（見積価格）から減価償却費相当額を控除した後の価額、

美術品は取得価格（見積価格）で計上している。 

・「無形固定資産」には、ソフトウェアについては取得に要した費用から減価償却費相当額を控除し

た後の価額、電話加入権については取得価格で計上している。 

・「出資金」には、国有財産として管理されている政府出資のうち、政策目的をもって保有している

ものを計上している。 

イ 負債の部 

・「未払金」には、児童手当、公務災害補償費及び未払恩給給付金を計上している。 

・「賞与引当金」には、6月支給の期末手当・勤勉手当に係る本会計年度分を計上している。 

・「退職給付引当金」には、退職手当、整理資源及び国家公務員災害補償年金に係る引当金を計上し

ている。 

・「恩給引当金」には、恩給給付費に係る引当金を計上している。 

・「その他の債務等」には、交付税及び譲与税配付金特別会計への未繰入額、東日本大震災復興特別

会計に引き継がれた退職給付引当金相当額及び復興庁に引き継がれた退職給付引当金相当額を計

上している。 

② 業務費用計算書 

・「人件費」には、決算書の使途別分類が「人件費」に該当するもののうち職員等に係るもの（職員の

手当、非常勤職員の手当及び休職者の手当等）及び決算書の使途別分類が「補助費・委託費」に該

当するもののうち国家公務員共済組合負担金等として支出した額に、児童手当の未払金や退職手当、

賞与及び国家公務員災害補償年金に関する引当金等の発生主義による調整を行ったものを計上して

いる。 

・「賞与引当金繰入額」には、6 月支給の期末手当及び勤勉手当の支給見込額のうち当会計年度に帰属

する部分を計上している。 

・「退職給付引当金繰入額」には、退職給付引当金への戻入額を計上している。 

・「恩給費」には、「共済制度移行前の退職文官等」及び「旧軍人」並びに「その遺族」に対する恩給

費の支出済額に、未払恩給給付金や恩給引当金等の発生主義による調整を行ったものを計上してい

る。 

・「恩給引当金繰入額」には、恩給引当金への繰入額を計上している。 

・「補助金等」には、決算書の使途別分類が「補助費・委託費」に該当するもののうち、「補助金等に

係る予算の執行の適正化に関する法律」第 2 条第 1 項で規定する補助金等に該当するものを計上し

ている。 

・「委託費等」には、委託費、交付金（運営費交付金及び国有資産所在市町村交付金を除く）、分担金

及び拠出金を計上している。 

・「独立行政法人運営費交付金」には、国立研究開発法人情報通信研究機構及び独立行政法人統計セン

ターに対する運営費交付金を計上している。 

・「政党助成費」には、「政党助成法」に基づき交付の対象となる政党に対しての交付金を計上してい

る。 

・「交付税及び譲与税配付金特別会計への繰入」には、区分別収支計算書の「交付税及び譲与税配付金

特別会計への繰入」に、貸借対照表における「その他の債権等」の「交付税及び譲与税配付金特別

会計への繰入に係る未精算額」の減少額及び「その他の債務等」の「交付税及び譲与税配付金特別

会計への未繰入額」の減少額を加算した金額を計上している。 

・「庁費等」には、決算書の使途別分類が「物件費」及び「施設費」に該当するもののうち、他の科目

で計上されていないものであって資産計上されていないものを計上している。 



 

・「その他の経費」には、決算書の使途別分類が「旅費」及び「その他」に該当するもの並びに単独の

科目で表示するには金額の少ないもの等を計上している。 

・「減価償却費」には、有形固定資産及び無形固定資産に係る減価償却費を計上している。 

・「貸倒引当金繰入額」には、債権等の貸倒れに伴う費用及び損失の見込額のうち、当会計年度に係る

額を計上している。 

・「資産処分損益」には、有形固定資産、無形固定資産の除却等の処分に伴い生じた損益及び出資金の

減少額と出資金の回収による収入額との差額を計上している。 

③ 資産・負債差額増減計算書 

・「前年度末資産・負債差額」には、前会計年度の貸借対照表の「資産・負債差額」の額を計上してい

る。 

・「本年度業務費用合計」には、業務費用計算書の「本年度業務費用合計」の額を計上している。 

・「主管の財源」には、許可及び手数料、電波利用料収入等を計上している。 

・「配賦財源」には、業務支出の合計（支出済歳出額）と主管の収納済歳入額との差額を計上している。 

・「無償所管換等」には、省庁間等の無償所管換等を計上している。 

・「資産評価差額」には、出資金の評価差額（強制評価減に係るものを除く）及び国有財産の台帳価格

の改定に伴う評価差額等を計上している。 

・「本年度末資産・負債差額」には、本会計年度の貸借対照表の「資産・負債差額」の額を計上してい

る。 

④ 区分別収支計算書 

ア 業務収支 

・「主管の収納済歳入額」には、総務省主管の収納済歳入額を計上している。 

・「配賦財源」には、業務支出の合計（支出済歳出額）と主管の収納済歳入額との差額を計上してい

る。 

・「人件費」には、決算書の使途別分類が「人件費」に該当するもののうち職員等に係るもの（職員

の手当、非常勤職員の手当及び休職者の手当等）及び決算書の使途別分類が「補助費・委託費」

に該当するもののうち国家公務員共済組合負担金等として支出した額を計上している。 

・「恩給費」には、「共済制度移行前の退職文官等」及び「旧軍人」並びに「その遺族」に対する恩

給費の支出済額を計上している。 

・「補助金等」には、決算書の使途別分類が「補助費・委託費」に該当するもののうち、「補助金等

に係る予算の執行の適正化に関する法律」第 2 条第 1項で規定する補助金等に該当する支出額を

計上している。 

・「委託費等」には、委託費、交付金（運営費交付金及び国有資産所在市町村交付金を除く）、分担

金及び拠出金を計上している。 

・「独立行政法人運営費交付金」には、国立研究開発法人情報通信研究機構及び独立行政法人統計セ

ンターに対する運営費交付金を計上している。 

・「政党助成費」には、「政党助成法」に基づき交付の対象となる政党に対しての交付金を計上して

いる。 

・「交付税及び譲与税配付金特別会計への繰入」には、「特別会計に関する法律」の規定に基づく地

方交付税交付金、地方特例交付金及び借入金等の利子の財源として交付税及び譲与税配付金特別

会計への繰入額を計上している。 

・「庁費等の支出」には、決算書の使途別分類が「物件費」及び「施設費」に該当の支出のうち、施

設整備支出に計上されないもので他の科目で計上されていないものを計上している。 

・「その他の支出」には、決算書の使途別分類が「旅費」及び「その他」に該当する支出並びに単独

の科目で表示するには金額の少ないもの等を計上している。 

・「建物に係る支出」には、主に庁舎建物に係る支出を計上している。 

・「工作物に係る支出」には、主に庁舎建物における建物附属設備に係る支出を計上している。 



 

・「業務収支」には、財源合計から業務支出合計を控除した額を計上している。 

(4) その他省庁の財務内容を理解するために特に必要と考えられる情報 

① 百万円未満切り捨てのため、合計が一致しないことがある。 

② 百万円未満の計数がある場合には「0」で表示し、該当計数が皆無の場合には「-」で表示している。 

 



 

附属明細書 

 

１ 貸借対照表の内容に関する明細 

(1) 資産項目の明細 

① 未収金の明細 

（単位：百万円）

内容 相手先 本年度末残高

返納金債権 恩給給付金受給者 205

損害賠償金債権 恩給給付金受給者等 87

電波利用料債権 無線局の免許人 3,782

延滞金債権 恩給給付金受給者等 4

その他 0

合計 4,080  
 

 

② その他の債権等の明細 

（単位：百万円）

債権の種類 相手先 本年度末残高 債権の内容等

交付税及び譲与税配付金特別
会計への繰入に係る未精算額

交付税及び譲与税配付金特別
会計

2,385,839

「地方交付税法等の一部を改正す
る法律」（平成27年法律第3号）第
1条の規定による改正前の「地方交
付税法」附則第4条の2第3項の規定
に基づき、後年度の地方交付税交
付金の総額から減額することとさ
れている額

財政投融資特別会計特定国有
財産整備勘定への前渡不動産

財政投融資特別会計特定国有
財産整備勘定

1,209
新施設の引渡しを受けていない
が、旧施設を相手先に引き継いだ
もの

合計 2,387,048  

 

 

③ 貸倒引当金の明細 

（単位：百万円）

前年度末残高 本年度増減額 本年度末残高 前年度末残高 本年度増減額 本年度末残高

未収金 4,215 △ 135 4,080 676 △ 623 52

徴収停止等債権 0 △ 0 0 0 0 0

履行期限到来等債権 4,215 △ 135 4,080 676 △ 623 52

上記以外の債権 - - - - - -

合計 4,215 △ 135 4,080 676 △ 623 52

区分
貸付金等の残高 貸倒引当金の残高

摘要

　履行期限到来

等債権について

は、貸付金等の

残高に、過去3

年間の貸倒実績

率（注）を乗じ

た額に加え、個

別の債権ごとの

回収可能性を勘

案した回収不能

見込額を計上し

ている。

（注）過去3年

間の債権平均残

高に対する過去

3年間の不納欠

損の年間平均額

の割合  

 

 

  

 

 



 

④ 固定資産の明細 

（単位：百万円）

区分 前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額
本年度減価

償却額

評価差額

（本年度発生

分）

本年度末残高

（有形固定資産）

国有財産（公共用財産を除く） 148,997 1,451 859 3,620 3,593 149,562

行政財産 148,962 1,442 849 3,620 3,592 149,526

土地 104,838 134 694 - 3,595 107,874

立木竹 96 0 1 - △ 3 91

建物 33,263 610 148 1,595 - 32,131

工作物 9,118 696 5 1,399 - 8,410

航空機 1,644 - - 625 - 1,019

普通財産 34 9 9 - 1 35

土地 34 - - - 1 35

建物 0 6 6 - - 0

工作物 0 3 3 - - 0

物品 82,777 14,370 - 18,230 - 78,916

物品（美術品を除く） 82,752 14,370 - 18,230 - 78,892

美術品 24 - - - - 24

小計 231,774 15,822 859 21,851 3,593 228,479

（無形固定資産）

ソフトウェア 8,962 2,508 158 2,682 - 8,630

電話加入権 91 2 - - - 93

小計 9,053 2,510 158 2,682 - 8,723

合計 240,827 18,332 1,017 24,533 3,593 237,203  
 

⑤ 出資金の明細 

ア 出資金の増減の明細 

（単位：百万円）

法人名等 前年度末残高
評価差額の

戻入
本年度増加額 本年度減少額

評価差額（本

年度発生分）
強制評価減 本年度末残高

○特殊会社

日本郵政株式会社 5,508,562 △ 2,640,610 - - △ 434,712 - 2,433,240

○独立行政法人

情報通信研究機構

（一般勘定） 106,376 △ 24,425 - 107 12,016 - 93,860

郵便貯金・簡易生命保険管理

機構

（郵便貯金勘定） 37,331 △ 31,031 - - 45,648 - 51,948

（簡易生命保険勘定） 36,425 △ 35,725 - - 35,440 - 36,140

合計 5,688,695 △ 2,731,792 - 107 △ 341,606 - 2,615,188  
 

イ 市場価格のある出資金の時価等の明細 

(単位：百万円）

銘柄 株式数 取得原価 時価
貸借対照表

計上額

日本郵政株式会社 1,620,000,000株 2,867,952 2,433,240 2,433,240

合計 1,620,000,000株 2,867,952 2,433,240 2,433,240  

 

ウ 市場価格のない出資金の純資産額等の明細 

(単位：百万円）

出資先
資産

(A)

負債

(B)

純資産額

(C=A-B)

資本金

(D)

一般会計から

の出資累計額

(E)

出資割合

(F=E/D) %

純資産額に

よる算出額

(G=C×F)

貸借対照表計

上額（国有財

産台帳価格）

使用財務諸表

○独立行政法人

情報通信研究機構

（一般勘定） 145,590 51,730 93,860 81,843 81,843 100.00% 93,860 93,860 法定財務諸表

郵便貯金・簡易生命保

険管理機構

（郵便貯金勘定） 20,775,039 20,723,091 51,948 6,300 6,300 100.00% 51,948 51,948 法定財務諸表

（簡易生命保険勘定） 8,117,435 8,081,295 36,140 700 700 100.00% 36,140 36,140 法定財務諸表

合計 29,038,066 28,856,117 181,948 88,843 88,843 - 181,948 181,948



 

(2) 負債項目の明細 

① 未払金の明細 

  

（単位：百万円）

内容 相手先 本年度末残高

児童手当 職員 38

公務災害補償費 遺族及び職員（退職者を含む） 8

未払恩給給付金 恩給給付金受給者 77,755

合計 77,802  
 

② 退職給付引当金の明細 

（単位：百万円）

区分 前年度末残高 本年度取崩額 本年度増加額 本年度末残高

退職手当に係る引当金 53,472 4,338 4,491 53,626

整理資源に係る引当金 16,974 1,748 289 15,516

国家公務員災害補償年金に係

る引当金
589 30 6 565

合計 71,037 6,117 4,788 69,708

（注）退職手当に係る引当金の本年度取崩額4,338百万円のうち19百万円は、平成27年度に

おいて東日本大震災復興特別会計に職員が異動したことによる減少額である。  
   

③ 恩給引当金の明細 

  

（単位：百万円）

区分 前年度末残高 本年度取崩額 本年度増加額 本年度末残高

恩給給付費に係る引当金 1,862,762 354,804 68,736 1,576,694

合計 1,862,762 354,804 68,736 1,576,694  

 

④ その他の債務等の明細 

  

（単位：百万円）

債務の種類 相手先 本年度末残高

交付税及び譲与税配付金特別会

計への未繰入額

交付税及び譲与税配付金特別会

計
2,289,600

東日本大震災復興特別会計にお

いて計上している退職給付引当

金のうち、総務省一般会計が負

担する退職給付引当金相当額

東日本大震災復興特別会計 180

合計 2,289,780  



 

２ 業務費用計算書の内容に関する明細 

(1) 組織別の業務費用の明細 

（単位：百万円）

総務本省
管区行政評価

局
総合通信局

公害等調整委

員会
消防庁 合計

人件費 27,120 5,210 8,658 380 1,308 42,678

賞与引当金繰入額 1,629 424 762 35 109 2,961

退職給付引当金繰入額 4,788 - - - - 4,788

恩給費 68 - - - - 68

恩給引当金繰入額 68,736 - - - - 68,736

補助金等 377,988 - - - - 377,988

委託費等 125,627 - - - 130 125,757

独立行政法人運営費交付金 37,779 - - - - 37,779

政党助成費 32,035 - - - - 32,035

交付税及び譲与税配付金特別会計へ

の繰入
16,660,033 - - - - 16,660,033

庁費等 55,092 900 △ 2,480 46 3,322 56,882

その他の経費 936 418 224 48 235 1,863

減価償却費 11,209 10 4,822 - 8,490 24,533

貸倒引当金繰入額 △ 0 - △ 641 - - △ 623

資産処分損益 59 0 0 - - 60

本年度業務費用合計 17,403,125 6,965 11,345 510 13,596 17,435,543  



 

(2) 補助金等の明細 

（単位：百万円）

名称 相手先 金額 支出目的

＜補助金＞

市町村合併体制整備費補助
金

市町村 2,229

「市町村の合併の特例に関する法律」第2条
第1項の市町村の合併に関し、同条第2項の合
併市町村が実施する事業に要する経費に対す
る補助

選挙人名簿システム改修費
補助金

市区町村 1,170

公職選挙法等の改正（選挙権年齢の引下げ及
び名簿登録制度の見直し）に伴う選挙人名簿
登録対象者の変更に対応し、平成28年夏に実
施の参議院議員通常選挙までの改修完了に向
けた、市区町村等が保有する選挙人名簿シス
テム等の改修に要する経費に対する補助

社会保障・税番号制度シス
テム整備費補助金

地方公共団体 45,295

行政手続における特定の個人を識別するため
の番号の利用等に関する法律による社会保
障・税番号制度の導入に係る地方公共団体の
情報システムの整備に要する経費に対する補
助

個人番号カード交付事業費
補助金

市区町村 35,532

「行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律」の規定によ
る通知カード及び個人番号カード並びに情報
提供ネットワークシステムによる特定個人情
報の提供等に関する省令第35条第1項等に基
づき、地方公共団体情報システム機構（以下
「機構」という。）に、通知カード・個人番
号カード関連事務を行わせることとした市町
村（特別区を含む。）が、同省令第37条第1
項等の規定により機構に交付する交付金に対
する補助

個人番号カード交付事務費
補助金

市区町村 2,873
個人番号カードの交付事業に伴う市町村（特
別区含む。）の実施事務に必要な経費に対す
る補助

地方公共団体情報セキュリ
ティ強化対策費補助金

地方公共団体 60

サイバー攻撃が急速に複雑・巧妙化している
中、多くの住民情報を扱う地方自治体の情報
セキュリティ対策の抜本的強化を図るため
の、地方自治体の取組に対する補助

先進的情報通信技術実用化
支援事業費補助金

民間団体等 204
ICT分野の技術成果を具現化するための支援
に要する経費の民間団体等に対する補助

国立研究開発法人情報通信
研究機構施設整備費補助金

国立研究開発法人情報
通信研究機構

36
国立研究開発法人情報通信研究機構の研究施
設の整備に要する経費に対する補助

情報通信利用促進支援事業
費補助金

国立研究開発法人情報
通信研究機構
民間団体等

401
情報通信利用促進支援に要する経費の国立研
究開発法人情報通信研究機構及び民間団体等
に対する補助

地域公共ネットワーク等強
じん化事業費補助金

地方公共団体等 1,125

公共無線LANの整備や放送ネットワークの強
靱化を推進し、住民が地方公共団体から災害
関連情報等を確実に入手できるような情報通
信環境を構築するために必要な経費に対する
補助

沖縄北部連携促進特別振興
事業費補助金

市町村等 314

情報通信技術の一層の利活用により、農業、
医療、教育、防災など各分野で地域が直面す
る課題解決に貢献し、各地域の産業や行政の
効率化、生産性向上を通じて地域の活性化に
資する事業に対する補助

無線システム普及支援事業
費等補助金

一般社団法人デジタル
放送推進協会
地方公共団体等
公益社団法人移動通信
基盤整備協会等

36,229

電波が遮へいされること及び異なる２以上の
電波により影響が生じることにより携帯電話
等の無線通信の受信に生ずる障害に対策を講
ずること又は周波数再編を行うことととも
に、無線通信の利用可能な地域及び放送の受
信可能な地域の拡大又は放送の円滑な実施を
図ること、経済的困難その他の事由により地
上系によるデジタル方式のテレビジョン放送
の受信が困難な者に対する対策を講ずるこ
と、消防・救急無線及び市町村防災行政無線
（移動系）のデジタル化の円滑な実施を図る
こと並びにラジオ放送の難聴解消のために行
われる中継局整備の円滑な実施を図ることを
目的とし、それらに係る対策事業に要する経
費の全部または一部の補助  



 

 

（単位：百万円）

名称 相手先 金額 支出目的

旧日本赤十字社救護看護婦
等処遇費補助金

認可法人日本赤十字社 137

戦地等において戦時衛生勤務に従事した旧日
本赤十字社救護看護婦及び旧陸海軍従軍看護
婦に対して、日本赤十字社が慰労給付金を支
給するために必要な経費に対する補助

緊急消防援助隊設備整備費
補助金

地方公共団体 4,938
大規模災害や特殊災害等に対応する緊急消防
援助隊の活動に必要な消防防災設備の整備に
要する経費に対する補助

消防防災施設整備費補助金 地方公共団体 1,746
地方公共団体の消防防災施設（耐震性貯水
槽、高機能消防指令センター総合整備事業
等）の整備に要する経費に対する補助

＜負担金＞

国民保護訓練費負担金 地方公共団体 71

「武力攻撃事態等における国民の保護のため
の措置に関する法律」第168条第2項に基づ
き、第42条第1項の規定により指定行政機関
の長又は指定地方行政機関の長が地方公共団
体の長等と共同して行う訓練に係る費用で第
164条の規定により地方公共団体が支弁した
ものについては、政令で定めるものを除き、
国が負担

＜交付金＞

地域経済循環創造事業交付
金

市町村等 2,262

地域の資源と資金を活用して、雇用吸収力の
大きい地域密着型企業の立ち上げを支援する
ため、民間事業者等が事業化段階で必要とな
る経費について、地方公共団体が助成を行う
場合、その助成に要する経費の一部を交付

過疎地域等自立活性化推進
交付金

市町村等 674

・過疎地域の活性化を推進することを目的と
して、過疎市町村等が過疎地域における喫緊
の諸問題に対応するために取り組むソフト事
業に対する交付
・過疎地域の自立促進を推進するための集落
整備事業等に要する経費に対して交付
・過疎地域の自立促進を推進するための遊休
施設の再整備に要する経費に対して交付
・過疎集落等を対象に、集落の維持・活性化
を図るため、基幹集落を中心として複数の集
落で構成される集落ネットワーク圏における
日常生活支援機能の確保や地域産業の振興に
取り組む事業に対して交付

日本放送協会交付金 特殊法人日本放送協会 3,933
「放送法」第65条及び第67条の規定により、
総務大臣が要請する国際放送等に要する費用
は国が負担

情報通信利用環境整備推進
交付金

地方公共団体等 456

超高速ブロードバンドの利活用向上を念頭に
置きつつ、利活用の基盤となるインフラ整備
を促進するため、医療・健康福祉・教育等の
高度な公共アプリケーションの導入に資する
光ファイバ等の超高速ブロードバンド基盤整
備を実施する市町村等に対する交付金

特定周波数対策交付金
登録周波数終了対策機
関

7

「電波法」第71条の3の規定により、登録周
波数終了対策機関に対し、特定周波数終了対
策業務に要する費用の全部又は一部に相当す
る金額を交付

不発弾等処理交付金 地方公共団体 0
不発弾及びその他の爆発物の処理を行う地方
公共団体に対し交付

地域活性化・効果実感臨時
交付金

市町村 215
景気回復が波及していない財政力の弱い市町
村が行う地域活性化に向けた事業に対して、
「がんばる地域交付金」を交付

地域活性化・地域住民生活
等緊急支援交付金

地方公共団体 238,069

地方公共団体（都道府県及び市町村）が実施
する、地域における消費喚起策やこれに直接
効果を有する生活支援策に対し、国が交付金
を交付

合計 377,988 　  

 



 

(3) 委託費等の明細 

（単位：百万円）

名称 相手先 金額 支出目的

＜委託費＞

在外選挙人名簿登録事務委託
費

市区町村 15

「公職選挙法」第263条第4号の2及び「国会議
員の選挙等の執行経費の基準に関する法律」第
13条の3に基づく在外選挙人名簿登録事務の委
託

社会保障・税番号制度システ
ム開発等委託費

民間団体 4,222
社会保障・税に関わる番号制度の導入に向け構
築、改修が必要となるシステムの設計等を委託

情報通信技術研究開発委託費 民間企業等 1,824
情報通信技術の高度化のための研究開発を民間
団体等へ委託

情報通信技術研究開発推進委
託費

民間企業等
国立研究開発法人情報通
信研究機構

3,312

・情報通信分野における研究開発課題を広く公
募し、優れた課題について研究開発を委託
・国立研究開発法人情報通信研究機構に情報通
信分野における基礎研究等を委託

先導的情報通信社会基盤整備
委託費

民間企業等 1,036
民間団体等に対し、情報通信技術を利用した新
たなサービスにつながる開発・実証プロジェク
トの実施を委託

電気通信利用環境整備推進委
託費

民間団体等 126

「特定電子メールの送信の適正化等に関する法
律」に基づく迷惑メール対策に不可欠な国内外
の最新の実態等を的確に把握・分析する業務等
を、民間団体等へ委託

電波利用技術研究開発等委託
費

民間企業等
国立研究開発法人情報通
信研究機構

8,572

・周波数を効率的に利用する技術、周波数の共
同利用を促進する技術または高い周波数への移
行を促進する技術としておおむね5年以内に開
発すべき技術に関する無線設備の技術基準の策
定に向けた研究開発及び電波の安全性に関する
評価技術の確立に係り調査研究を委託
・周波数標準値の設定、標準電波の発射及び標
準時の通報に関する業務の委託

引揚者特別交付金支給事務地
方公共団体委託費

都道府県 0 引揚者に対する特別交付金支給事務の委託

平和祈念事業委託費 民間企業等 343
旧独立行政法人平和祈念事業特別基金から引き
継いだ資料の整理、保管及び活用に要する経費

統計調査地方公共団体委託費 地方公共団体 58,982

・国民の就業、不就業の状態を各月ごとに明確
に把握し、失業対策その他各種行政施策の基礎
資料を得るための労働力調査やその他、各種人
口・経済の経常調査を委託
・我が国の現況を全国及び地域別、かつ、詳細
に調査することにより国及び地方のきめ細かい
各種行政施策の基礎資料を得るための周期統計
調査を委託

統計調査業務地方公共団体委
託費

地方公共団体 51
統計調査員の確保を図るため公募登録制度及び
調査に必要な知識を付与するための研修等に要
する経費

統計調査事務地方公共団体委
託費

都道府県 9,754
「地方統計機構整備要綱」（昭和22年7月11日
閣議決定）に基づく統計調査に従事する地方公
共団体の統計専任職員に要する経費

政府開発援助統計調査事務地
方公共団体委託費

地方公共団体 0
アジア太平洋統計研修所における研修の一部と
しての実験調査の実施の委託

科学技術イノベーション創造
推進委託費

民間企業等 614
戦略的イノベーション創造プログラムに係る運
営等の委託

沖縄振興推進調査委託費 民間団体 7
今後の沖縄振興につなげるため、駐留軍用地跡
地に関する調査等を行うための経費

南極地域観測委託費
国立研究開発法人情報通
信研究機構

21
南極地域観測事業における観測、調査を実施す
るための委託

消防防災技術研究開発委託費 民間団体等 130
消防防災科学技術研究開発の推進を図るための
研究開発の委託  



 

（単位：百万円）

名称 相手先 金額 支出目的

＜交付金＞

地方分権振興交付金 都道府県 245

地方自治法施行60周年記念貨幣の図柄をデザイ
ンした都道府県が行う記念貨幣の発行に関連し
て行う事業、その他、地方分権等の振興に資す
る事業に対する交付

国有提供施設等所在市町村助
成交付金

東京都
市町村

27,540

「国有提供施設等所在市町村助成交付金に関す
る法律」第1項の規定に基づき、国は、その所
有する固定資産のうち、「日本国とアメリカ合
衆国との間の相互協力及び安全保障条約第6条
に基づく施設及び区域並びに日本国における合
衆国軍隊の地位に関する協定の実施に伴う国有
の財産の管理に関する法律」第2条の規定によ
り使用させている固定資産並びに自衛隊が使用
する飛行場及び演習場並びに弾薬庫、燃料庫及
び通信施設の用に供する固定資産で政令で定め
るものが所在する市町村等に対し、毎年度、予
算で定める金額の範囲内において、政令で定め
るところにより、当該固定資産の価格、当該市
町村等の財政の状況等を考慮して、交付

施設等所在市町村調整交付金
東京都
市町村

7,000

「日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及
び安全保障条約第6条に基づく施設及び区域並
びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する
協定」第2条第1項の施設及び区域（以下「施設
等」という。）が所在する市町村等に対し、米
軍資産に係る税制上の特例措置等により施設等
所在市町村が受ける税財政上の影響を考慮し
て、毎年度、予算で定める金額の範囲内におい
て調整交付金を交付

＜分担金＞

国際行政学会等分担金 国際行政学会等 10 国際行政学会等への分担金

アジア地域行政会議等分担金
国際都市・地方政府連合
アジア太平洋支部等

1
国際都市・地方政府連合アジア太平洋支部等へ
の分担金

国際電気通信連合分担金 国際電気通信連合 891 国際電気通信連合への分担金
政府開発援助国際電気通信連
合等分担金

国際電気通信連合等 240 国際電気通信連合等への分担金

政府開発援助万国郵便連合分
担金

万国郵便連合 38 万国郵便連合への分担金

万国郵便連合等分担金 万国郵便連合等 212 万国郵便連合等への分担金
政府開発援助国連アジア統計
研修援助計画分担金

国際連合アジア太平洋経
済社会委員会

192
国際連合アジア太平洋経済社会委員会への分担
金

＜拠出金＞

経済協力開発機構拠出金 経済協力開発機構事務局 39 経済協力開発機構への拠出金
国際電気通信連合等拠出金 国際電気通信連合 99 国際電気通信連合への拠出金
政府開発援助アジア・太平洋
電気通信共同体等拠出金

アジア・太平洋電気通信
共同体

190 アジア・太平洋電気通信共同体への拠出金

万国郵便連合拠出金 万国郵便連合 39 万国郵便連合への拠出金

合計 125,757  

 

(4) 独立行政法人運営費交付金の明細 

（単位：百万円）

相手先 金額 支出目的

国立研究開発法人情報通信研究機構 29,683
「独立行政法人通則法」第46条の規定により、独立行政法人の業務
の財源に充てるために必要な金額の全部又は一部の交付

独立行政法人統計センター 8,095 同上

合計 37,779  



 

３ 資産・負債差額増減計算書の内容に関する明細 

(1) 財源の明細 

① 主管の財源の明細 

（単位：百万円）

款 項 相手先 金額

国有財産利用収入 国有財産貸付収入 建物等借受者等 133

納付金 雑納付金 独立行政法人等 1,419

諸収入 許可及手数料 無線局の免許人等 1,446

諸収入 弁償及返納金 地方公共団体等 3,585

諸収入 電波利用料収入 無線局の免許人 74,704

諸収入 雑入 地方公共団体等 1,287

合計 82,576  

 

(2) 無償所管換等の明細 

（単位：百万円）

区分 相手先 金額 資産等の内容 所管換等の理由 備考

財産の無償所管換等 財務省一般会計 134 土地 財務省より所管換

（受） 財務省一般会計 0 立木竹 財務省より所管換

国立研究開発法人情報通信研究機構 0 立木竹 財務省より帰属

財務省一般会計 0 建物 財務省より所管換

国立研究開発法人情報通信研究機構 6 建物 財務省より帰属

財務省一般会計 0 工作物 財務省より所管換

国立研究開発法人情報通信研究機構 3 工作物 財務省より帰属

国土交通省特別会計 248 建物 国土交通省より所管換

小計 392

財産の無償所管換等

（渡）
財政投融資特別会計特定国有財産整

備勘定
△ 1,148 その他の債権等

新施設の引渡しを受けていない

が、旧施設を相手先に引継いだ

もの

財政投融資特別会計特定国有財産整

備勘定
306 その他の債務等

新施設の引渡しを受けたが、旧

施設を相手先に引継いでいない

もの

財務省一般会計 △ 433 土地 財務省へ所管換

財務省一般会計 △ 1 立木竹 財務省へ所管換

財務省一般会計 △ 108 建物 財務省へ所管換

財務省一般会計 △ 6 工作物 財務省へ所管換

財政投融資特別会計 △ 261 土地 財政投融資特別会計へ所管換

財政投融資特別会計 0 立木竹 財政投融資特別会計へ所管換

財政投融資特別会計 △ 45 建物 財政投融資特別会計へ所管換

財政投融資特別会計 △ 1 工作物 財政投融資特別会計へ所管換

財務省一般会計 △ 9 出資金
国立研究開発法人情報通信研究

機構からの出資金返還

小計 △ 1,709

実測と帳簿の差額 － 0 土地 測量による増

－ 0 土地 測量による減

－ 4 建物 台帳価格と減価償却額の差額

－ 0 工作物 台帳価格と減価償却額の差額

小計 4

誤謬訂正 － 0 工作物 誤謬訂正等による減

－ 145 物品 誤謬訂正等による増

－ △ 158 無形固定資産 誤謬訂正等による減

－ 0 未収金 誤謬訂正等による減

小計 △ 13

△ 1,325合計  

 

 

 

 

 

 



 

(3) 資産評価差額の明細 

 

（単位：百万円）

区分 評価差額の戻入 本年度発生額 本年度増減額 評価差額の発生原因

有形固定資産 - 3,593 3,593

国有財産（公共用財産除く） - 3,593 3,593

行政財産 - 3,592 3,592

土地 - 3,595 3,595
国有財産台帳の価格改定に伴

う評価差額

立木竹 - △ 3 △ 3
国有財産台帳の価格改定に伴

う評価差額

普通財産 - 1 1

土地 - 1 1
国有財産台帳の価格改定に伴

う評価差額

出資金 △ 2,731,792 △ 341,606 △ 3,073,399

（市場価格のあるもの） - △ 434,712 △ 434,712 時価評価に伴う評価差額

（市場価格のないもの） △ 2,731,792 93,105 △ 2,638,687 国有財産台帳の価格改定等

合計 △ 2,731,792 △ 338,013 △ 3,069,805  

 

４ 区分別収支計算書の内容に関する明細 

(1) 財源の明細 

① 主管の収納済歳入額の明細 

（単位：百万円）

款 項 相手先 金額

国有財産利用収入 国有財産貸付収入 建物等借受者等 133

納付金 雑納付金 独立行政法人納付金 1,419

諸収入 許可及手数料 無線局の免許人等 1,552

諸収入 弁償及返納金 地方公共団体等 3,585

諸収入 物品売払収入 民間企業 38

諸収入 電波利用料収入 無線局の免許人 74,700

諸収入 雑入 地方公共団体等 1,319

合計 82,750  



 

参考情報 

 

１． 総務省の所掌する業務の概要 

 

総務省は、行政組織、地方行財政、選挙、消防防災、情報通信、郵政事業など、国家の基本的仕組みに

関わる諸制度、国民の経済・社会活動を支える基本的システムを所管し、国民生活の基盤に広く関わる行

政機能を担っている。 

総務省の官房・各局等の名称及び主な所掌事務 

官房・局の名称 主  な  所  掌  事  務 

大 臣 官 房 
省全体の総合調整、政策評価、会計、情報公開・個人情報保護、広報、人事、福利厚生に関

すること 

行 政 管 理 局 

行政制度一般の基本的事項の企画立案、行政機関の運営の企画・立案・調整、独立行政法人・

特殊法人の審査、独立行政法人の共通的制度の企画立案、行政機関が共用する情報システム

の整備・管理、行政機関の個人情報保護・情報公開、独立行政法人等の個人情報保護・情報

公開、独立行政法人評価制度委員会 

行 政 評 価 局 

政策評価の基本的事項の企画立案・事務の総括、政策評価（各府省の政策の統一的・総合

的・客観的な評価）の実施、各行政機関の業務の実施状況の評価・監視、政策評価審議会、

行政苦情の受付・あっせん、行政相談委員に関すること 

自 治 行 政 局 

地方公共団体の組織・運営に関する制度、地方行政に関する政府内の調整、市町村合併、地

方における行政改革、住民基本台帳制度、地方自治に関する基本的な政策、地域振興に関す

る政策、地方公共団体と郵便局の協力体制のあり方に関すること、地方公共団体の情報化、

地方公務員制度、選挙制度、政治資金制度 

自 治 財 政 局 

地方財政制度、地方財政計画、地方交付税、地方債、当せん金付証票、公営競技、地方公営

企業、地方公共団体の財政の健全化、特定地域に対する財政措置、地方財政に関する調査・

研究・統計、地方公共団体の財政負担に関する関係行政機関等との調整 

自 治 税 務 局 
地方税制度の企画及び立案、譲与税制度、交付金等制度に関すること、法定外普通税・法

定外目的税に係る協議及び同意等 

情 報 通 信 

国 際 戦 略 局 

ＩＣＴ（情報通信技術）分野の総合戦略の策定・推進、ＩＣＴ産業の国際競争力の強化、研

究開発・標準化、宇宙の研究開発・利用、ＩＣＴ分野における国際的取決め及び国際電気通

信連合等との連絡、情報通信国際戦略局等の国際関係事務の総括・国際協力 

情 報 流 通 行 政 局 

情報通信施設の整備促進、放送の普及・発達、ＩＣＴ利活用の促進・環境整備、コンテンツ

振興、情報リテラシーの向上、情報バリアフリー、情報セキュリティ、郵政事業に関するこ

と、郵便等に関する国際的取決め及び万国郵便連合等との連絡、信書便事業の監督 

総 合 通 信 基 盤 局 

電気通信事業の規律・競争促進、電気通信サービスにおける利用環境整備、情報通信ネット

ワークの高度化、非常事態における重要通信の確保、周波数の割当て、電波の監督管理・利

用促進、電波利用料制度 

統 計 局 
国勢調査その他国勢の基本に関する統計調査の実施等、統計技術の研究、二次的統計の作成、

統計の作成・利用に必要な情報の収集・提供、総務省が実施する統計調査の調整 

政 策 統 括 官 

総務省の所掌事務に関する総合的な政策の企画立案、統計・統計制度の企画立案、統計調

査の審査・調整・基準の設定、統計職員の養成の企画立案、国際統計事務の統括、統計の

発達及び改善（統計局の所掌に該当するものを除く。）、恩給制度の企画立案、恩給を受け

る権利の裁定、恩給の支給 

公害等調整委員会 
あっせん・調停・仲裁及び裁定による公害紛争の処理、鉱区禁止地域の指定、鉱業等に係る

行政処分に対する不服の裁定、土地収用法に基づく意見の申出等 

消 防 庁 

消火の活動・救助活動・救急業務・火災予防・危険物などの消防に関する制度、消防施設の

強化拡充、消防職団員の教育訓練、緊急消防援助隊の出動要請など消防の広域的な応援の実

施、地震・風水害、原子力・コンビナート災害など各種災害対策、消防防災分野の高度情報

化、消防の科学技術に関する研究、国際消防救助隊の派遣、武力攻撃事態等における国民の

保護のための措置、消防・防災分野における国際協力 

 



 

２． 総務省の組織及び定員 

 

[充て職5]

評価監視官 7

10

行政相談課

(3)

恩給企画管理官

恩給審査官

恩給業務管理官

会計課

企画課

政策評価広報課

3

9

13

（注３）特に必要がある場合は置くことができる。

総務大臣秘書官

総務課

秘書課

参事官

審議官

大臣官房

総括審議官

(289)

地域力創造審議官

官房長

政策評価審議官

局　　長

行政管理局

管理官

行政情報ｼｽﾃﾑ企画課

企画調整課

[充て職3]

公営企業課

財務調査課

地域自立応援課

(9)

地域政策課

自治行政局

政策評価課

住民制度課

電波監理審議会

(4826)

情報通信政策課

技術政策課

政策評価審議会

情報通信審議会

(206)情報通信国際戦略局

局　　長

恩給審査会

市町村課

(119)

市町村税課

総務課

企画課

自治財政局行政評価局

財政課

次　　長

情報通信政策研究所

統計研修所

(108) 自治税務局 (83)

※  事件ごとに総務大臣が任命

(740)

総務省の組織

総務審議官

総務事務次官

総務大臣

総務副大臣

総務大臣政務官

総務大臣補佐官

情報通信行政・郵政行政審議会

2

3

（審議会等）

国地方係争処理委員会

地方財政審議会

独立行政法人評価制度委員会

(注３)

（地方支分部局）

(39)

(170)

中央選挙管理会

自治紛争処理委員

管区行政評価局公害等調整委員会

（外局）（特別の機関）

(313) 統計局

局　　長

沖縄総合通信事務所

電気通信紛争処理委員会

国立研究開発法人審議会

［事務局長１は充て職］

総務課

情報流通振興課

データ通信課

部　長情報通信作品振興課

地域通信振興課

統計企画管理官

統計審査官 3

国際統計管理官

政策統括官
[情報通信担当]

(148)

調査企画課

総務課

総合通信基盤局

料金サービス課

(1)

部　長

統計調査部

総務課

統計情報システム課

(473)

経済基本構造統計課

経済統計課

衛星・地域放送課

郵政行政部

電気通信技術システム課

信書便事業課

貯金保険課

企画課

消費統計課

(13)

(26)

(27)

(270) (205)

局　　長

(10)

通信規格課

固定資産税課

行政課

調整課

選挙課

地上放送課

宇宙通信政策課

公務員部

地方債課

交付税課

部　長

自治大学校

福利課

選挙部

公務員課

（平成２７年度）

電気通信事業部

高度通信網振興課

企画課

都道府県税課

電波環境課

電波政策課

基幹通信課

移動通信課

衛星移動通信課

放送政策課

放送技術課

消費者行政課

電波部

部　長

（注１）政令職以上の組織を掲げた。

部　長

総　　務　　省

（施設等機関）

局　　長

[充て職２]

参事官 3

情報通信利用促進課

政治資金適正化委員会

(17)

総合通信局 (1220)

消防審議会

消防庁

沖縄行政評価事務所

(39)

[充て職１]

局　　長 局　　長 局　　長

政策統括官
[統計基準担当]

[恩給担当]

局　　長

情報流通行政局 (284)

（注２）（　）内の数は、平成２７年度末の予算定員であり、特別職の数を含んでいる。

部　長

管理課

政治資金課

国勢統計課

事業政策課

郵便課

国際政策課

国際経済課

国際協力課

 

 

本省 特別職 13 大臣１、副大臣２、政務官３、大臣補佐官１、秘書官１、地方財政審議会委員（常勤）５

4,617 事務次官 1

総務審議官 3

内部部局 官房 289

2,499 行政管理局 119 ２課10官(充職５）

行政評価局 270 ４課７官

自治行政局 205 ２部10課

自治財政局 108 ６課

自治税務局 83 ４課

情報通信国際戦略局 206 １次長７課３官(充職２）

情報流通行政局 284 １部13課

総合通信基盤局 313 ２部12課

統計局 473 １部７課

政策統括官 149 ８官

特別の機関 政治資金適正化委員会事務局 10 事務局長

審議会等
電気通信紛争処理委員会
事務局 9 １官

施設等機関 自治大学校 13
66 情報通信政策研究所 26

統計研修所 27
地方支分部局 管区行政評価局 757 行政評価支局、沖縄行政評価事務所、行政評価事務所を含む。

2,016 総合通信局 1,259 沖縄総合通信事務所を含む。

外局 公害等調整委員会 39 特別職４（委員長１、委員３）、一般職35

209 消防庁 170 内部部局133、施設等機関37

4,826
※　審議会等　…　地方財政審議会、国地方係争処理委員会、電気通信紛争処理委員会、電波監理審議会、独立行政法人評価制度委員会、

参考 一般会計 4,821 （公調委を除くと4,782）
特別会計 5 （東日本大震災復興特別会計：東北総合通信局）

官房長､総括審議官3､政策評価審議官1、地域力創造審議官1、審議官13(充職1)､参事官9(充職3)､
企画官2､官房５課262､審理官1

総　　　　　　計

　　　　　　　　　恩給審査会、政策評価審議会、情報通信審議会、情報通信行政・郵政行政審議会、総務省国立研究開発法人審議会、消防審議会　

　　　　　　　　　

①定員令上は、上表定員から特別職16人を除く4,810人

※特別職16人 ＝ 本省の秘書官(1)を除く12人＋外局（公調委）４人
※本省の秘書官(1)については、総定員法第一条第二項第一号及び第二条の規定により、総定員法及び定員令の対象

②定員規則及び定員規程上の定員は、上記①から公調委（一般職）35人を除いた4,775人



 

３．総務省所管一般会計における会計・独立行政法人等の間の財政資金の流れ 

 

【交付税及び譲与税配付金特別会計】

・地方交付税交付金       16,681,935百万円

・地方特例交付金　　        111,868百万円

　 【独立行政法人（国立研究開発法人を含む）】

・補助金等　　　　　　　　　　  393百万円

　 ・委託費等　　　　　　　　 　 2,058百万円

・独立行政法人運営費交付金　 37,779百万円

・庁費等　　　　　　　　　　  1,627百万円

　   平成27年度支出済歳出額

   　17,869,750百万円

【特殊法人】

・補助金等　　　　　　 　 　　3,933百万円

 ・委託費等　　　　　　　 　 　1,304百万円

　  ・庁費等　　　　　　　　　   2,080百万円
　

　

　

【公益法人】

・補助金等　　　　　　  　 　24,164百万円

・委託費等　　　　　　　  　　2,485百万円

・庁費等　　　　　　　　  　　4,188百万円
　
 

総
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４．平成 27 年度一般会計の歳入歳出決算の概要 

 

（1） 歳 入 

歳入予算額 762 億円に対し、収納済歳入額は、827 億 50 百万円であり、差引き 65 億 40 百万円の増加

となっている。 

収納済歳入額の主なものは、 

 

電波利用料収入・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・747億円 

 

返納金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 35億 80 百万円 

 

手数料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 15億 52 百万円 

 

である。 

 

 

（2） 歳 出 

歳出予算現額 17兆 9,900億円に対し、支出済歳出額は 17 兆 8,697 億円 50百万円、翌年度繰越額は 836

億 24 百万円であり、不用額は 366億 25 百万円となっている。 

支出済歳出額の主なものは、 

 

交付税及び譲与税配付金特別会計への繰入・・・・・・・16 兆 8,008億 3 百万円 

 

内訳  地方交付税交付金                 16 兆 6,819 億 35 百万円 

地方特例交付金                    1,188 億 68百万円 

 

恩給関係費・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3,690 億 28 百万円 

  

科学技術振興費 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 431億 55 百万円 

  

その他の事項経費 ・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・ 6,567億 63 百万円 

 

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

５．公債関連情報 

 

一般会計の公債の発行・管理は財務省の所掌する業務であるため、公債及び利払費等については財務省

に計上されている。しかし、各省庁の業務実施の財源の一部は公債で調達されていることから、各省庁の

負担と考えられる公債関連の計数を複数の仮定計算に基づき算定し、公債関連情報として開示している。

仮定計算に基づく数字であるため、各省庁の省庁別財務書類に負債計上するものではない。 

 

① 財務省において計上されている会計年度末の公債残高、当該年度に発行した公債額（借換債を除く。） 

及び当該年度の利払費は以下のとおりである。 

・会計年度末の公債残高                      7,736,758 億円 

  ・当該年度に発行した公債額                      349,182 億円 

  ・当該年度の利払費                           76,078 億円 

 

② 財務省において計上されている①の計数を公債発行対象経費及び歳出決算額の累計額等を基礎とし 

て各省庁に配分を行った場合、当省に配分される額は以下のとおりである。 

・会計年度末の公債残高のうち当省配分額             362,765 億円 

  ・当該年度に発行した公債額のうち当省配分額          8,902 億円 

 ・当該年度の利払費のうち当省配分額                  3,614億円 

 




